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Abstract
Nursing homes, which served as welfare institutions for the elderly before World war Ⅱ , were converted 
into first-aid facilities by the poor relief law. This sets the stage for the equalization of the administration and 
management of nursing homes and similar facilities. The trend was led by public welfare facilities for the 
elderly. Along the way, the number of employees was reduced cut and signs of specialization became evident 
in the field of nursing. The equalization of nursing homes facilities and equipment and their management and 
operation was underway across the nation, as can be seen from the nursing program guidelines, the dormitory 
matron engagement rules, and the nursing program overview.
Welfare facilities regulated the number of residents, depending on the size of their rooms. They also 
determined the daily routines of the residents in advance in order to maintain the routine of life, in an effort 
toward equalization. In relatively advanced facilities, however, the treatment of residents as per their 
individual needs was considered a show of disparity in relief activities. Signs of specialization in nursing jobs 
were evident from the dormitory matron engagement rules at Yokufukai, in which reference was frequently 
made to medical care and nursing care. Further, the records of a nursing home in Tokyo contained many 
remarks on nursing care. These are considered signs of specialization being included to the relief activities by 
dormitory matrons. Indications of equalization and specialization from those days can be taken as useful 
references of the aid efforts at elderly welfare homes today.
1．はじめに
戦前の高齢者福祉施設は，救護法施行に伴い，わが国で初めて施設基準が設けられた．救護法から数
えて，約 150 年の期間をもってしても，高齢者福祉施設の施設基準の重要性に変化はない．この施設基
準は，現在の介護保険法上においても援助活動を既定する運営基準とするだけでなく，費用徴収の根拠
にも適用され，施設で暮らす高齢者や事業者にとって根幹となすものである．
救護法において初めて施設基準として規定された高齢者福祉施設（養老院）において，実際の援助活動
の動向を取り上げることは，現在の高齢者福祉施設運営の端緒を捉える意味でも意義深い．そこで本研
究は，救護法下において，高齢者福祉施設がどのような施設基準をもって運営がなされてきたのか，具
体的な史資料を用いて施設の管理・運営の平準化と専門職化を分析することを目的とする．史資料の種
類を示すと以下のとおりである．
まず本研究では，救護法施行に伴う指針である「救護事業指針」を中心に分析している．また公設施設
である浴風会の「寮母執務要綱」や東京市養育院の「看護人規則」を取り上げ，援助活動の実際を示すこと
とする．ただ，全国的にみても当時の公設施設はわずかに 2 施設であり，大半が民間の高齢者施設（養
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老院）であったことから，公設施設と民間養老院の動向も併せて取り上げていくこととする．早速，当
時の施設数から見ていくこととする．
2．養老院の概況と施設数の推移
貧困に対する初めての成文法である救護法が 1929 年に制定され，1932 年に施行された．そこでは，
救護施設が以下のように明文化され，高齢者施設である養老院も救護施設として制度化されていくこと
になる．
　第三章
第六条　本法ニ於テ救護施設トスルハ養老院，孤児院其他ノ本法ニ依ル救護ヲ目的トスル施設ヲ言
フ
第七条　市町村救護施設ヲ設置セントスルトキハ其ノ設備ニ付地方長官ノ認可ヲ受クベシ
2　私人救護施設ヲ設置センスルトキハ地方長官ノ認可ヲ受クベシ
第八条　前条第二項ノ規定ニ依リ設置シタル救護施設ハ市町村長ガ救護ノ為行フ委託ヲ拒ムコトヲ
得ズ
第九条　本法ニ定ムルモノノ外救護施設ノ設置，管理，廃止其ノ他救護施設ニ関シ必要ナル事項ハ
命令ヲ以テ之ヲ定ム
民間の養老院にとっては，救護法施行によって施設の充実や援助活動の平準化という大きな変化を経
験する．養老院の数も量的に拡大したことはいうまでもない．明治・大正時代の養老院は，社会事業家
の使命感のもと，援助活動が展開されてきた．そのため，社会事業家の個性が養老院運営にも表れてお
り，それぞれの施設が独自性を持って営まれていた．しかし，養老院が救護施設として規定されたこと
により，建物・設備や援助活動，収容人員や職員数に公的規制が入り，養老院のあり方が平準化してい
く．加えて，公的資金の導入が養老院の財政に影響も与えた．これまで養老院を運営する社会事業家は，
使命感を中心に養老院内で暮らす高齢者を支えてきており，ほぼ善意で養老院運営を行ってきたため，
国から公的資金が施設に入ることは，財源の確保という意味で大きいものがあった．なお，救護施設に
関する公的規制の方針としては，『救護事業指針』が策定されるが，この点については後に検討する．
翻って，大正中期から昭和初年代にかけて，内務省社会局が当時の社会政策や社会事業に果たした役
割は極めて大きい．救護法は貧困の救護対象の第一に「六五歳以上ノ老衰者」をあげ，見過ごされがちで
あった高齢者への福祉を喚起した．また，「社会事業の趨勢は救貧より段々防貧の方面へ進み，恩恵よ
り権利に，私的社会事業より公的社会事業にと移って行くと云ふのは言ふまでもない」と引用されてい
るとおり（荻野　2000），社会局は救貧から防貧というスタンスを明確にしていた．このような内務省社
会局の開明的な姿勢は，養老院を含む各種社会事業を強力に後押ししたものと考えられる．
昭和初期から第二次世界大戦後までの養老院数の推移を見ていくこととする．養老院の施設数は，救
護法の制定と施行前後から増加し，1932 年には 79 施設，1940 年には 131 施設にまで達している．また
現在の民生委員の前身である方面委員が全国的制度として確立された 1936 年には，前年の 90 施設から
111 施設と増加する．この理由は定かではないが，おそらく方面委員の役割が大きかったと思われる．
つまり方面委員は，おおむね小学校区域を担当区域とし，住民の生活状態を調査していたが，このこと
によって，それまで見逃されがちであった困窮する高齢者を把握し，救護につなぐことができたものと
考えられる．
加えて，救護法が制定，施行されることにより土地や建物についても行政からの配慮がなされた可能
性も大きく，養老院数を増やす土壌が整ってきたと考えられる．明治・大正時代から続く多くの民間養
老院は，借地，借家を利用して運営がされてきたが，救護法下の認可施設については，自前の土地の上
に建物を建てることが可能になったと指摘されている（芝野　1986）．この自前の土地は，寄付や低価格
での譲渡によって取得したケースも多く，養老院の安定的な運営につながった．養老院を運営する社会
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事業家たちにとっては，以前に比べると，安心感をもって運営することができるようになり，そのこと
が施設数の増加にもつながった．
3．救護法実施に伴う平準化
養老院における援助活動の平準化を促した要因は 2 つ考えられる．1 つ目は，全国の養老院の援助実
践を参考にできる雑誌が創刊されたことである．1933 年に創刊された雑誌『養老事業』には，全国に存
在する養老院のより良い実践が紹介されている．その事務局は公的な資金の投入によって創設された浴
風会が担っていた．浴風会には，沢山の専門家が指導的職員として配置され（なかそね 1933），彼らを
中心に「個別処遇」，「生活の場」としての養老院像を明確にしていった点も大きい．また 2 つ目は，救護
法施行に伴う『救護事業指針』が発刊されたことである．この『救護事業指針』は，指針の名のとおりマニュ
アルであり養老院の平準化に大きく寄与し，浴風会課長の小沢一が取りまとめをした．
『救護事業指針』には，各種救護施設についての運営方法（マニュアル）が細かく記されている．『救護
事業指針』は，多年にわたり実践してきた養老院はもちろん，あらたに養老院事業を行う各地の諸団体
の参考になるよう配慮がなされている．このように『救護事業指針』は，これまで行ってきた施設実践の
全国的な平準化を図る意味を担っていたともいえる．内容的には，療養保護と労働，団体生活と個人的
自由，が大きな柱として取り上げられている．具体的な内容を順に検討したい．
　療養保護と労働
『救護事業指針』の中で紹介されている標準的な施設内での様子は以下の通りである．
廢疾者は安んじて療養保護を受けると共に健康者は何等かの働きをなしつつ日々樂しみと希望のあ
る生活をなし，深い宗教的慰安をも興へられる．即ち在院者が凡て團體的に生活の保護を受けると共
に各人に可成個人的な自由と要求の滿足を興へ，院内を活き甲斐ある場所彼等の樂園たらしめること
が出來る． （小澤　1934）
施設内での療養保護は，団体生活ではあるものの比較的自由な援助を行うこととする支援方針がうか
がえる．また，施設において，宗教が密接にかかわっていることもわかる．宗教的な使命をもって高齢
者を支えてきた養老院が多数存在することから，『救護事業指針』においても宗教の使命感をもった療養
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保護が欠かせないとの判断があったといえる．
また，先の引用において「何等かの働きをなしつつ」という点は，高齢者が無為に過ごすことは望まな
いとした内容であり，毎日何らかの仕事を行うことが原則となっていることがわかる．施設内での仕事
内容は，袋貼り・裁縫・熨斗折といった手工業，または除草，農業，園芸，家畜といった農作業，さら
には風呂焚き，食堂係，便所掃除，病室手伝い等の収容者に関する身の回りの世話であった．これらの
作業は，少しばかりの給金もでると『救護事業指針』では述べられている（小澤　1934）．さらに，養老院
の望ましい立地条件は，以下の通りである．
都市の郊外又は都市に近い田舎の閑静な地を選むべきである．新鮮な空気，低廉な土地，快適な環
境というやうな便宜は凡て雑沓した都市にはなくて田舎に多いことは言ふ迄もない．他方では可成
人々が施設に近附き易いといふことが必要条件であつてそれは輸送費を最小限度に止める為のみでな
く，又社会施設をして一般公衆に知り易からしめる為にも必要である．その他郊外を選むことの一つ
の理由は院施設の所属地から院に供給する野菜，鶏卵其他食料品の一部を得ることが出来ることであ
る． （小澤　1934）
「院施設」という言葉が見受けられるように，救護法下では「養老院」と「施設」という用語が出現してい
くことになる．これまでの家族的な処遇をおこなってきた養老院時代にくらべ，大規模化したことに加
え，制度化に伴う支援の平準化が求められることがうかがえる．施設は市街地における中心地より少し
離れた広い土地を探すことで，一定の自給生活も行うことが出来ると伝えている．また，地域の人々と
施設内で暮らす人々との接点を近づけ，交流する必要性も唱えられている．
　団体生活と個人的自由
団体生活と個人的自由を述べるには，養老院の建物内がどのような形状をすることが望ましいのかを
みておく必要がある．特に個人的な自由を担保するには，居室が重要となることから建物と居室につい
て該当する部分を紹介したい．
建物
一つの救護施設の建築設計を爲す場合には最初から設計者に対して若干の注意と要求をして置くこ
とが必要である．建築の特色を表すべき重要部分は単に建物の正面のみではない．救護施設は建築の
外観を誇るのではなく，この設備の目的は多数の老人，虚弱者，児童等の為に住み心地の良い，実質
的な且つ経済的な家庭を建てることにある．それ故正面図表表よりも平面設計の良く出来て居ること
が一層重要である． （小澤　1934）
居室
収容者の居室の廣さは収容者の種類に依つて一室の配置人員の標準が異るべきであるが，概して言
へば多人数の雑居制度を避けて可成少人数宛配置し，一小舎の人員も可成少き方が良好である．一室
の標準は八畳一室に四人，十畳一室に六人，夫婦は四畳半に一夫婦が最も理想的な標準である．
  （小澤　1934）
  
建物では，養老院自体，外観のみを豪華なものにすることなく，そこで暮らす生活者に目を向け，実
質性を重んじる必要性を述べている．また，居室において，一室あたりの標準的な定員人数が定められ
たことは，これからの養老院の運営において大きな意味を持つことになる．明治から続く養老院では，
社会事業家と高齢者が寝起きを共にするような生活の場であったためか，一室あたりの定員の規定数は
文献上見当たらない（堀　2013）．『救護事業指針』において，一室あたりの標準人数が示されていたこと
は，養老院の全国的な平準化を示唆したものとして注目される．次に，昭和初期における養老院を公設
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と民営の養老院に分けて取り上げてみたい．
4．公設運営の施設実践
4－1浴風会
1922 年におこった関東大震災を受けて設立された浴風会は，下賜金をもって設立され，1927 年 2 月
より収容保護を開始した（財団法人浴風会　1935）．施設の立地条件を次のように述べている．
荻窪駅と京王電車線上高井戸駅を南北に連ねたる略中間に位し東京市内とは雖も，未だ武蔵野の面
影を留め全く都塵を離れたる野趣の境にある．而も近年帝都電鉄線敷かれて交通は頓に便となった．
 （財団法人浴風会　1935）
浴風会は，『救護事業指針』に記されているとおり，施設は都市部ではなく人里離れた場所に建てられ
た．塀で囲まれた敷地 27,418 坪の広大な土地に 54 棟の建物を有し，正門から入った正面には大きな時
計台も敷設され，本館は，鉄筋コンクリート造の 2 階建と壮大なものであった．鉄筋コンクリート造り
2 階建ての建物は，これまでの養老院とは比較にならないほど立派なものであった．
建物の内部を具体的に見てみると，本館は，両翼に病室，中央を事務室とされており，本館中央部は，
シンボリックな大きな時計台があった．その後，浴風会は，1927 年 3 月迄に収容建物の約 6 割が竣工
し（財団法人浴風会　1935），敷地内のその他の建物は，1928 年 5 月納骨堂，1929 年に作業場・病室・
洗濯場，1930 年に医務室増築，1932 年に虚弱者対応の舎屋，1933 年に医務室，職員住宅の増設，1934
年に理髪所が設けられ，増大する高齢者のニーズに対応すべく，充実が図られていった（財団法人浴風
会　1935）．
浴風会の立地場所や建物などはこれまで見てきたとおり，広大で近代的であったことが窺い知れる．
では実際の施設内での支援はどのようなものになっていたのか．具体的に直接支援にあたる寮母に関す
る規則などに焦点を当て，検討していくこととしたい．寮母と看護婦は，施設内のあらゆる職種の内，
重要な役割を担っていたとされており（財団法人浴風会　1935），その責任，業務範囲，いずれをとって
も浴風会の中核にあたる職種であったことがわかる．
保護處遇の衝に當る従事者の内在園者に最も直接する寮姆・看護婦の役割は洵に重大である．本園
では二館十一寮の内，館は各々階上と階下の二寮宛に分れ，合計十五寮となる．各寮に一人宛の寮姆
を置き，在園者と起居を共にして直接監護指導と寮内管理に當らしめてゐる．急變し易い老人の健康
状態に不斷の注意を拂ひ，多種多様の經歴・性格を有する多數老人間の和合を図表表り，且つ各々悩
みを持つ個々人に安心と満足を興へることは容易な仕事でない．斯る個別的處遇の徹底こそ収容保護
事業の極致であり，それが保護組織全體の任務であるが，最も直接保護の職責を負ふ者は各寮舎で老
人達と絶えず寝食を共にする寮姆である． （財団法人浴風会　1935）
1 人の寮母が寮（約 20 人～ 40 人程度）全体を見渡しながら，高齢者一人ひとりを支援している様子が
見て取れる．寮母は，一人ひとりの高齢者の心身の状況を個別的に捉え，寮内を全体的にまとめ統括し，
集団形成を行うような寮運営にあたっていた．また，寮母は，高齢者と起居をともにとあることから寝
起きを共にしていたと思われるが，実際は同じ敷地内に職員寮が存在していたため，勤務体制によって
は職員寮から通っていた．いずれにしても高齢者にとってまさに各寮内の母のような存在であったこと
には変わりないが，食寝分離が徐々に進みつつあることから，寮母の専門職化への萌芽がうかがえる．
次に具体的に寮母が行っていた個別援助の内容が表れている寮姆執務要綱を表題部分のみ紹介してい
く．
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　寮姆執務要綱
寮姆ハ保護課職員ト協力シテ直接在園者ノ監督指導ト寮館ノ管理ニ當リ特ニ個別的處遇ニ勤メ且ツ
附帯セル事務ヲ取扱ウツモノトス
第一綱　在園者ノ規律的生活ノ指導（教育的衛生的標準）
第二綱　慰安及訓練（個別的處遇ノ徹底）
第三綱　寮内ノ管理（事務的經濟的標準）　
第四綱　事務及聯絡 （財団法人浴風会　1935）
『寮姆執務要綱』をみると寮母は，直接援助を行うとともに，事務も行うなど，あらゆる業務をこなし
ていたのがわかる．『寮姆執務要綱』の各条文では，寮母の業務は，高齢者の衣食住を満たすための身体
的な介護から来訪者への対応，さらには労働に関する作業や修繕にいたるまで多岐にわたっていた．第
一綱では，「教育的衛生的標準」とあるように，養老院における援助活動の標準事項が記述されており，
起床から就寝さらには食事や医療的援助など，養老院内で暮らす高齢者の規律的生活の指導事項が述べ
られている．あまりにも寮母の業務量が多いために，第三綱の世話係や当番などが，業務の一部を高齢
者と共に協力しながら運営していた．また，第四綱において，寮母が施設の外へ出る際は，主任寮母の
許可を得て，申し送りをしなければならなかった．寮母は寮内の隅から隅まで熟知しており，不在となっ
てしまえば高齢者の支援が行き届かないものになる可能性があり，このような許可制を引いたのではな
いだろうか．いずれにしても多岐にわたる業務に大きな責任を寮母が有していたことがわかる．
また寮母の業務において，診療及び看護が入っていることが注目される．現在であれば医師や看護師
等の医療従事者のみが行える行為ではあるが，当時の寮母は，一人ひとりの高齢者に対しての日々の相
談や食事といった身の回りの世話から，体調不良者に対しての診察，看護も行っていた事実があった．
当時の「モデル施設」であった浴風会の寮母は，個別的に高齢者の生活全般を援助しつつ，看護において
も支援をおこなっていた．さらに，施設運営するにあたり，高齢者の身体および精神状態によって，生
活能力をある程度分類していた事実もある．新しく入園したものは，まず予備室に入り生活を始めた（財
団法人浴風会 1935）．ここで一定の判断がなされ，それぞれの特徴にあった寮に配属されるのである．
浴風会では，建物ごとに新入園者寮，男子寮，女子寮，夫婦寮といったように，ある程度の分類をして
収容していたからである．例えば家庭寮，保養寮などでは，居室一室あたりの定員は 6 名となっており，
夫婦寮では，4 畳半の居室に夫婦 2 名が生活している．特徴としては，家庭寮・保養寮・夫婦寮は，い
ずれも寮母室や食堂がある中央付近に位置しており，それぞれの部屋にアクセスしやすくなっている．
また食事を摂る際は居室から外に出て，寮内全員が中央の食事に集まった．これまでの養老院では，寝
る場所と食事の場所を同じとする場合が多く，このように居室と食堂が分かれている点は，公営養老院
の援助活動の大きな特徴であった．さらに家庭寮，夫婦寮内の居室は，押入れもあることから布団を毎
日上げ下げし，居室を有効に使って生活していたことがうかがえる．
ところで浴風園には，病室がおおよそ 100 床程度存在し，そこではベッドでの対応であった（柄澤　
2003）．病床については常に満床の状態であり，「本園病室は，ほとんど 1 床も余さず利用されており，
のみならず予備病棟の春日寮も今では常備のものになっている機能形態から見て，病室拡張の必要が痛
感される．」との記述がある（財団法人浴風会　1938）．このように，それぞれの寮内においては家庭的な
雰囲気の中で生活する高齢者もいれば，疾病を抱え医療的な支援を受ける者も多数いたことがわかる．
次に明治期から公設施設として運営されている東京市養育院を取り上げ，中でも医療に焦点をあてて紹
介する．これは寮母と看護婦との比較から，高齢者福祉施設における専門職化への進捗を把握するため
である．
4－2　東京市養育院
東京市養育院は，昭和初期の時点において板橋にて運営がなされていた．東京市養育院は，土地
11,921 坪，建物 1,930 坪に拡大され，収容者も大塚での実践に比べて約 400 名増の合計 1,100 名であっ
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た（東京市養育院　1933）．建築物は，木造の和式の平屋建てが中心で，病棟のみ洋風であった．建物が
木造ということもあり，火災にはかなりの注意がむけられていた．各棟を連絡する廊下 2 ヶ所に鉄筋コ
ンクリート造の防火壁，また敷地が広大だったために消火栓を 26 カ所設置し，消防手も配置していた．
（東京市養育院　1933）．
医療面においては普通収容室にそれぞれ看護人室があり（東京市養育院　1933），医局・薬局には事務
室，試験室，調薬室，貯薬室，治療室（内科診察室，外科診察室，手術室，X 線室，水治療室，滅菌水
室等）の各室があり，医療的な設備が備わっていた．医療体制の充実は，創設時から始まり，高齢者は
病気にかかるものも多く，それらに随時対応すべく設備を充実させていった．また，建物内訳では，病
室のなかに児童 1 棟という記述があり，敷地内には，高齢者以外にも児童が暮らしていたことがわかる．
創立直後から養育院掟書，伍長規則，女部屋伍長規則，看護人規則，患者心得，炊事方心得，食堂規
則，浴室規則の制定が立て続けに行なわれており，養老院には看護に関する専門職が配置されてきた（東
京市養育院　1933）．
　看護人規則
一，上の仰は申におよはす醫者より薬のせんし方を告け又食物の善しあしを告けなはよく守りて違ふ
間敷事
一，毎朝戸障子をひらき部屋々を振ひ塵を拂ふへき事
一，醫師の見廻りの節は病人の様子食物の増減を悉しく申のふへき事
一，癒るに怠るは病者の常なれ平生心を配り左様のものあらはねんころに申ふくめ總てまめやかに看
病可事 （東京市養育院　1933）
このように看護人規則には，医師や病者の言葉が入り，心身状態の悪い収容者に対して支援を行って
いたことがわかる．また薬などの医療に関する知識をもった専門職が必要とされていたこともわかる．
中には高齢者の中から部屋を統括する伍長の他に，看護人が選ばれ，罹患した患者の看護を看護人とと
もに当たっていたとする記述もある（東京都養育院　1995）．また 1899 年からは，看護法講習を始め，
この講習を受けた者は看護婦免状を無試験（1914 年から）で交付することができた（東京都養育院　
1995）．看護を志す地域の人々や収容されている看護人（高齢者）もこれに参加したとある（東京都養育
院　1995）．ちなみに 1932 年までに 119 人の卒業生を出している（東京都養育院　1995）．さらに，これ
まで紹介してきた建物の周囲には，看護人の寄宿舎や合宿所が多数あり，収容者と寝食をともにする家
庭的な生活というよりも，仕事を終えると宿舎へ帰るという，敷地内での職住分離が行われていたとも
いえる．このように看護婦には，専門教育もなされはじめていることから寮母に比べて専門性への礎が
やや早く展開されつつあった．
公設養老院の特徴は，大規模であり，かつ建物や設備においては最新のものが使用されていたことで
ある．大規模であるために，建物がそれぞれの用途によってわかれ，寮単位で整理がなされていた．浴
風会では，新入園者寮，男子寮，女子寮，夫婦寮，家庭寮，保養寮などである．東京市養育院でも，そ
れぞれの建物が多数あり，寮単位で用途がわかれていた．中でも各寮に配属されたのが，寮母であった．
寮母は，在園者である高齢者とともに生活をおこないつつ，日々の日課をこなし，規律ある援助活動を
おこなっていた．寮母は，各寮に一人ずつ配属されており，寮の全体を取り仕切るとともに，在園者よ
り選ばれた世話係や当番とともに日々の活動をおこなった（小澤　1934）．救護法施行に伴い，援助活動
の平準化が進むことに加え，寮母の専門性が高まろうとする時期でもあった．また食堂の存在は，これ
までの養老院と相違を際立たせた．従来の養老院では，寝る場所と食事を摂る場所は同じであり，居室
で衣食住がすべて完結していた．しかし，浴風会，東京市養育院では，食堂で食事を摂るという食寝分
離が導入されていた．
さらに，公営施設の特徴は医療面の充実ぶりである．医療設備はもちろんのこと，看護に関する専門
職にいたるまで充実を図ろうとしていた点は大きい．また，浴風会，東京市養育院では，病室内にベッ
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ドが導入されていたことを表す写真も存在している（東京市養育院　1933）．
最後に，東京市養育院では，寄宿舎といった職住分離が採用されており，この点は，施設で働く職員
の就労形態の変化を示している．いずれにしても，公的施設では，食寝分離，病室へのベッド導入，職
住分離など，現在につながる先駆的な試みが始められていたのである．
5．おわりに
昭和戦前期における養老院は，救護法によって救護施設として位置づけられ，施設の管理・運営に関
する平準化が進行した．明治・大正時代の民間養老院では，強い使命感をもった社会事業家が，高齢者
と生活をともにし家庭的な環境で支援にあたっていたが，そのような運営と支援のあり方が，この時期
には少しずつ変化し始めたのである．それとともに，公設の養老院が主導する形で，職員体制も整備さ
れ，支援における専門職化の兆しも見受けられた．
養老院の施設・設備，並びに管理・運営の全国的平準化については，『救護事業指針』，『寮姆執務要綱』，
『事業概要』にも示されていたとおり，公設の施設でも認められた．施設では，居室の広さに合わせて収
容者の人数を規定し，さらには日課を予め定めて生活に流れを決めるなど，平準化に向けた取り組みが
なされた．また先進的な施設では，個別処遇にも触れられており，援助活動の幅も見られる．
専門職化の兆しについては，民営養老院では，社会事業家が使命感をもって養老院での運営にあたっ
ていたため，労働というより高齢者と寝起きを共にするといったように，社会事業家の生活の延長線上
に援助活動が展開されていた．しかし寄宿舎の登場は，養老院での援助活動が労働として取り扱われる
ことを意味する．また，浴風会の『寮姆執務要綱』において診療・看護という記述もあったことに加え，
東京市養育院でも看護に関する記述も多く存在した．このことは寮母の援助活動に，専門性が加わる兆
しと見受けられる．平準化や専門職化の兆しは，現代における高齢者福祉施設で特に議論がなされてい
る個別支援の方法等においても参考にできるといえる．
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